
①上位の政策名 政策目標９ 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

②施策名 施策目標９－１ 日本人の心の見える国際教育協力の推進

③主管課 （主管課）大臣官房国際課国際協力政策室（室長：大山真未）
及び関係課 （関係課）国際統括官付（室長：竹縄佳ニ）

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

ア＝ 基本目標９－１（基準年度：１３年度 達成年度：１７年度） 想定どおり達成
想定した以上に達 開発途上国の貧困削減を進めるための最重要分野の一つである教

、 （ ）成 育分野に対して 国際教育協力懇談会 文部科学大臣の私的懇談会
イ＝ における議論を踏まえつつ、我が国の経験と人材を活かした効果的
想定どおり達成 な国際教育協力を実現させる。また、協力に携わった現職教員がコ
ウ＝ ミュニケーション、異文化理解能力を身につけ、国際化のための素
一定の成果が上が 養を児童・生徒に波及的に広めることによって、我が国の「内なる
っているが、一部 国際化」を推進する。
については想定ど
おり達成できなか 【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
った ア＝全ての達成目標の進捗状況（達成度合い）の判断基準がアまた
エ＝ はイであり、アが３つ以上ある場合
想定どおりには達 イ＝達成目標の進捗状況（達成度合い）の判断基準が概ねイである
成できなかった 場合（エがなく、ウが１つ以下の場合が該当）

ウ＝達成目標の進捗状況（達成度合い）の判断基準がウが２つ以上
であり、エがない場合

エ＝達成目標の進捗状況（達成度合い）の判断基準にエがある場合

ア＝ 達成目標９－１－１（基準年度：１３年度 達成年度：１７年度） 想定どおり達成
想定した以上に順 拠点システムを整備し、協力経験の豊富な理数科教育、教員研修
調に進捗 制度、教育行政、学校運営の諸分野において開発途上国における協
イ＝ 力経験を蓄積・分析し、協力関係者に伝達するとともに、協力経験
概ね順調に進捗 の浅い他の分野においては、ワークショップの開催や開発途上国に
ウ＝ おける現地調査などにより、我が国の教育経験に関する情報提供と
進捗にやや遅れが 対話プロセスの強化を行う。以上の活動を通じ、我が国の教育経験
見られる を広く途上国に普及する。
エ＝
想定したどおりに 【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
は進捗していない ア＝イの基準を上回る進捗が認められる （具体的には、イに示す。

システムの整備が完成された状態等を想定 ）。
イ＝我が国の教育経験・協力経験の整理・蓄積及びそれらの国際

教育協力関係者による共有がなされ、開発途上国に対して我
が国教育経験を広く普及するシステムの整備に向け、順調に
進捗していると認められる。

ウ＝イの基準をやや下回る進捗が認められる （具体的には、イに。
示すシステムの整備に向けた取組みのうち、成果の広範な普
及について遅延等が認められている状態等を想定 ）。

エ＝イの基準を満たす進捗が全く認められない。

達成目標９－１－２（基準年度：１３年度 達成年度：１７年度） 想定どおり達成
青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への現職教員の参加

体制を整備・強化する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝参加人数が当該年度の想定基準に対し100％を上回る場合
イ＝参加人数が当該年度の想定基準に対し80％～100％の場合
ウ＝参加人数が当該年度の想定基準に対し50％～79％の場合
エ＝参加人数が当該年度の想定基準に対し49％以下の場合

※平成１７年度における参加人数の想定基準は１００人。

達成目標９－１－３（基準年度：１３年度 達成年度：１７年度） 想定どおり達成
行政から草の根までを含めた幅広い機関との協力を実現し、国際

交流に資するネットワークを構築する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
①地方自治体との会合を開催する
（年１１回以上：３点、年８～１０回：２点、年５～７回：１点、

年４回以下：０点と数値化する）
②ＮＧＯとの会合を定期的に開催する
（年６回以上：３点、年３～５回：２点、年２回：１点、

年１回以下：０点と数値化する）
ア＝①②の平均が３点の場合
イ＝①②の平均が２点以上の場合
ウ＝①②の平均が１点以上の場合



エ＝①②の平均が１点未満の場合
※平成１７年度における①、②の想定基準はそれぞれ①１０回、
②年７回とする

達成目標９－１－４ (基準年度：１３年度 達成年度：２７年度) 概ね順調に進捗
「万人のための教育」を主導するユネスコへの協力を通じて、開

発途上国における就学率の向上、識字率の向上、教育のすべての局
面における質の改善など 「ダカール行動の枠組み」で示された目標、
に向けた取り組みに貢献する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝アジア太平洋地域の初等教育就学率及び識字率が９１％以上の

場合
イ＝８６％～９０％の場合
ウ＝８１％～８５％の場合
エ＝８０％以下の場合

達成目標９－１－５ (基準年度：１７年度 達成年度：２１年度) 進捗にやや遅れが見られ
「国連持続可能な開発のための教育の１０年」の主導機関である る

ユネスコに信託基金を拠出し、持続可能な開発を教育面から支援す
るための国際的な取組に貢献する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝ユネスコ加盟国における持続可能な開発のための教育の１０年

国内実施計画策定国の割合が当該年度の想定基準に対し８０％
を上回る場合

イ＝５０％～８０％の場合
ウ＝２０％～４９％の場合
エ＝１９％以下の場合

※平成１７年度における策定割合は２０％

⑤ 各達成目標の 達成目標９－１－１
開発途上国における基礎教育開発の支援と、日本の国際教育協力の質の向上を目的として、大現 達成度合い又

学、ＮＧＯ、研究所など、我が国の教育関係者等が有する教育上の知見・経験の整理・蓄積を行うと状 は進捗状況
ともに、教育協力モデルの作成等を行った。の （達成年度が

分 到来した達成 また、これらについて、国際教育協力関係者が自由に参照・活用できるよう、国際フォーラ
析 目標について ム、国内報告会やインターネットＨＰ（電子アーカイブス）を通じて、成果の幅広い普及等を
と は総括） 推進した。
今
後 【達成目標期間全体の総括】
の これらの取組みについては、３年間の取組において延べ１７９の団体の参加と、国際フォー
課 ラムへの延べ７２３人の参加、さらには８７８件に及ぶ成果の電子アーカイブスを通じた普及
題 等を通じてなされ、我が国の教育経験を広く途上国に普及するシステムの整備に向け、達成目

標は想定どおり達成できたと判断できる。

達成目標９－１－２
【平成 年度の達成度合い】17

達成目標「青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への現職教員の参加体制を整備・強
化する」の平成１７年度の達成度合いについては、参加希望教員数は１６４人と１００人を超
えているが、健康診断で不合格となる割合が高い。最終的に審査に合格した参加人数は８３人
であり、平成１７年度における参加人数の想定基準１００人に対する割合は８３％であったた
め、想定どおり達成できたと判断。

【達成目標期間全体の総括】
青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への現職教員の参加人数は目標としていた１０

０名には満たなかったものの、教育委員会等への広報活動等により、基準年度において３５名
であった派遣者は８３名にまで拡大した。今後一層の本事業に対する認知度を深めるとともに
健康診断による不合格者数を減らしていく必要はあるものの、５年間の取組みとして想定どお
り達成できたと判断できる。

達成目標９－１－３
【平成 年度の達成度合い】17

多くの地方自治体との意見交換の場を持つことで行政から草の根までを含めた幅広い協力を
実現する。平成１７年度については、公式会合開催数が７回であった。

拠点システム運営委員会等によるＮＧＯ、コンサルタント企業との意見交換等を定期的に行
っているが、ＮＧＯ等との会合を定期的に開催することがＮＧＯ等との関係を形成・維持する
ことに繋がるので重要である。平成１７年度については、公式会合開催数は８回であった。こ
れらのことを平均して、想定どおり達成できたと判断。

【達成目標期間全体の総括】
国際協力事業を行うにつき、地方行政組織や民間、とりわけＮＧＯ等の声を反映させること

の重要性は今日において一層増している。基準年度において一度も開催されなかったＮＧＯ等
との会合は、平成１７年度においては８回開催されており、事業を行うにつき、地方や民間の
声を聞くというスタンスは定着し、国際交流に資するネットワークは着実に構築されている。
以上のことから、想定どおり達成できたと判断する。

達成目標９－１－４



【平成 年度の達成度合い】17
アジア太平洋地域の初等教育就学率は、過去順調な伸びを示してきたが、短期的には若干低

下しており予断を許さない状況である。中長期的には就学率及び識字率は上昇している。
平成１７年度の統計はまだ無いが、ユネスコから提出された中間報告に依れば、基金が効果

的に運用されていることが確認できたため、概ね順調に進捗と判断。

達成目標９－１－５
【平成 年度の達成度合い】17

国連持続可能な開発のための教育の１０年の初年であると同時に事業の実施初年度であった
、 （ ） 、 、ため 国際的に持続可能な開発のための教育 ＥＳＤ の普及を図ることを重視し 国際会議

地域会議等の開催により、ユネスコのＥＳＤ主導を支援した。
平成１７年度の実施事業については、ユネスコが作成する実績評価報告書を元に、平成１８

年度にＥＳＤ信託基金レビュー会合を実施した。基金が効果的に運用されていること、事業が
着実に遂行されていることを確認しているが、初年度であるため基金運用開始のための事務手
続きに手間取っており、進捗にやや遅れが見られると判断。

施策目標（基 【平成１７年度の達成度合い】
本目標）の達 「ダカール行動の枠組みで示された目標に向けた取組み」はユネスコから提出された中間報告
成度合い又は によって、基金が効果的に運用されていることが確認できたため、概ね順調に進捗していると
進捗状況 判断できる。また 「国連持続可能な開発のための教育の１０年への取組み」については、初、

年度であるため、基金運用開始のための事務手続きに手間取っており、進捗にやや遅れが見ら
れると判断。

【達成目標期間全体の総括】
施策目標９－１の下の各達成目標については、平成１７年度を達成年度とする「拠点システム
の構築 「青年海外協力隊への現職教員派遣数 「地方自治体とＮＧＯの協力」について想定ど」 」
おり達成することができた。

今後の課題 達成目標９－１－１
（達成目標等 過去３年間の取組により、我が国の教育経験・協力経験は各種成果物として整理・蓄積され

、今後はその成果物の検証・改善を進める活動や、我が国が有する知見・経験等を活かしたの追加・修正 ており
新たな活動を実施することにより、同事業の更なる充実・改善を図る。及びその理由

を含む）
達成目標９－１－２

青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への現職教員の毎年度の参加人数が１００人以
上となるように、また、参加人数の増加と併せて質の高い教員が参加できるように教育委員会
等を対象に一層の広報活動を行うことが必要である。広報活動を行うことで教員に広く周知が
可能となり、応募数の増加、ひいては派遣者の増加にもつながるものと考える。

なお、広報活動を行う際には、青年海外協力隊の選考における健康診断の基準等が厳しく不
合格者になる人数が多いので、応募を考えている教員におかれては十分に自己管理をしていた
だきたい旨併せて周知を行う。

このほか、帰国教員の任地での経験を教育現場等に還元できるような環境の整備が必要。

達成目標９－１－３
毎年１０回程度の地方自治体との会合、及び年５回程度のＮＧＯとの定期的な会合を開催で

きるように、計画的に取り組むよう今後とも意識的な働きかけをしていくことが必要である。

達成目標９－１－４
ユネスコは、世界の全ての子供達の義務教育へのアクセスの確保、成人識字の改善等を内容

とするＥＦＡの達成を最優先に掲げ、世界教育フォーラム（平成１２年、ダカール）で採択さ
れた「ダカール行動枠組み」においては２０１５（平成２７）年までに成人（特に女性）識字
率の５０％改善等を目標としている。最新の統計によれば現在の傾向では、２０１５年までの
目標達成は難しい。サンクトペテルブルクサミット「Ｇ８教育大臣会合 （２００６年平成１」
８年、ロシア）においてもユネスコ及び先進国によるＥＦＡへの支援強化が確認されたところ
でり、ダカール枠組み策定以降２０１５年までの中間年にあたってユネスコが実施する評価・
調査結果を元に、更に支援を継続していく必要がある。

評価結果の 達成目標９－１－１
１８年度以降 過去３年間の取組について外部有識者による内部評価を実施し、本事業の有効性を向上させ
の政策への反 るための改善策として 「取組や成果物のターゲットを明確にする 「大学やＮＧＯ、援助機関、 」

各課題の達成状況や援助ニーズに基づき、課題の統合化・改廃・新設を行映方針 の更なる連携を図る 「」
う」こととし、平成１８年度以降は公募を実施するなどして、事業の活性化を図ることとする。

達成目標９－１－２
青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への現職教員の毎年度の参加人数が１００人以

上となるように、教育委員会等に対する広報活動の一層の強化を図るとともに、派遣前後の協
力隊員を対象に一貫したサポートを実施する等、大学等関係者が各々の課題に取り組む派遣教
員に協力できる体制を整える。

達成目標９－１－３
地方自治体を訪問することで、地方自治体との会合の場を増やし、連携を一層強化させると

ともに、フォーラムや国内報告会の開催を通して、ＮＧＯとの連携をより一層充実させる。

達成目標９－１－４
サミットで確認された「万人のための教育」支援の一層の強化のため、信託基金の拠出、専

門家の派遣等によるこれまでのユネスコを通じた協力活動を強化していく必要がある。そのた
め、平成１８年度内に信託基金事業の実地調査や評価を行い、信託基金がより効果的に活用さ
れるよう事業内容や範囲の精選化等に取り組むこととする。その上で、平成１９年はダカール



枠組みの達成目標である２０１５年までの中間年にあたることから一層の支援が必要とされて
おり、平成１９年度も所要の予算を確保することとしたい。

達成目標９－１－５
平成１７年はＥＳＤの１０年の初年であり、普及・啓蒙に重点が置かれた。普及には時間を

要するため、引き続き世界的な普及を図りつつ、同時に平成１８年度以降は途上国における様
々なレベルでのＥＳＤに係る事業の実践にも力点を置いていく必要がある。ＥＳＤの１０年の
提唱国として、平成１９年度も世界的な取組を主導していくための所要の予算を確保すること
としたい。

施策目標の達成水準の向上を図るためには、これまでの施策の効果を維持しつつ、さらに開
発途上国の多様な開発課題の解決に向けて大学関係者が有する知見を活用する仕組みを整備し
ていく必要がある。その取組として、平成１９年度より 「国際協力イニシアティブ事業」を、

、 。実施し 新たに大学が有する知的援助リソースを活用した組織的な国際協力活動の推進を図る

⑥指標 指標名 １３ １４ １５ １６ １７

72 65拠点システムへの参加団体数 42
（達成目標９－１－１関係） － － 団体 団体 団体

270 209 244国際フォーラムへの参加人数
（達成目標９－１－１関係） － － 人 人 人

教育経験・協力経験の整理・蓄積等成果の電子アーカイ
ブスへの登録数 （達成目標９－１－１関係） － － 79件 588件 件878

現職教員の青年海外協力隊「特別参加制度」への参加人
数 （達成目標９－１－２関係） 35人 63人 56人 64人 人83

地方自治体との会合開催数（達成目標９－１－３関係） 10回 13回 4回 回 回3 7

ＮＧＯ等との会合開催数 （達成目標９－１－３関係） 0回 0回 3回 回 回7 8

H2 H13 H14-15初等教育就学率（アジア太平洋地域）
88.2%（達成目標９－１－４関係） 83.4% 88.9%

H12-16識字率（アジア太平洋地域） H2
83.0%（達成目標９－１－４関係） 76.0%

4%ＥＳＤ国内実施計画策定率（アジア太平洋地域）
（達成目標９－１－５関係）

⑦評価に用 ・達成目標９－１－１に関する本票上の記述については、拠点システム運営委員会（外部有識者によ
いたデータ る会議 （平成１７年４月１４日開催）における議論等を踏まえた。）
・資料・外 ・達成目標９－１－４のデータについては、ユネスコの統計(EFA Monitoring Report 2003/04及び
部評価等の 2005) UNESCO Publishing)を活用。

⑧主な政策 政策手段の名称 政策手段の概要 １７年度の実績
手段 （上位達成目標 （得られた効果、効率性、有効性等）

（過去に新 [17年度予算額]
規・拡充事
業評価を実 拠点システム構 大学・ＮＧＯ・開発援助機関等から 経験の整理・蓄積、成果の共有がなされ、
施し、平成 築事業 なるネットワークを形成し、我が国 我が国の教育経験を広く途上国に普及する
１８年度に の教育経験及び協力経験を整理・蓄 システムの構築が推進された。これは、基（ ）達成目標９－１－１

達成年度が 積し、国際教育協力関係者がこれら 本目標のうち、特に 「我が国の経験と人（ ）達成目標９－１－３ 、
到来する事 [ 91百万円] を自由に参照・活用することを可能 材を生かした効果的な国際教育協力を実現
業について にすることにより、我が国の教育経 させる」ことに係るものであり、施策目標
は総括） 験を広く途上国に普及するシステム 達成に大きく寄与しているものと判断でき

を構築する。 る。また、拠点システムの成果を活用した
ＪＩＣＡプロジェクト（ホンジュラス国算
数指導力向上プロジェクト研修）等が行わ
れた。

拠点システム構 拠点システム構築事業の成果を広く ［得られた効果］
築事業国内報告 情報発信する。 ＪＩＣＡ、ＪＢＩＣを含めた討論を行い、
会 拠点システムの有効性を検証することがで

きた ［事務事業等による活動量］（ ）達成目標９－１－１ 。
国内報告会においては、１５７人が参加し（ ）達成目標９－１－３

[ －百万円] た。
※上記手段の一
環として

青年海外協力隊 ＪＩＣＡと協力し、全国の公立小・ ［得られた効果］
現職教員特別参 中・高等学校及び各都道府県・政令 当該制度の教員及び教育委員会への認知が
加制度に係るパ 指定都市教育委員会に対して、当制 図られた。
ンフレットの作 度に係るパンフレットを送付し、教 ［事務事業等による活動量］
成・配布 員及び各自治体への広報活動を実施 パンフレットを５万部配布した。。
（ ）達成目標９－１－２



[ －百万円]
※ＪＩＣＡ負担
のため

青年海外協力隊 ・ＪＩＣＡと共同し、拠点システム ［得られた効果］
現職教員特別参 構築事業による青年海外協力隊派遣 ・参加者８３人について、派遣前の隊員と
加制度の普及啓 職員の資質向上と効果的な協力実現 しての専門性を向上させた。
発活動 のため、派遣前研修を、全国１ヶ所

において実施。（ ）達成目標９－１－２

・次期派遣予定の教員や教育委員会 ・報告会には１７０人が参加し、教員、行（ ）達成目標９－１－３

[ －百万円] 担当者等を対象にした当該制度で帰 政、勤務地等、様々な職種、領域を超えた
※ＪＩＣＡ負担 国した隊員による 報告会 を開催 ネットワーク構築のきっかけとなった。「 」 。
及び上記手段 拠（
点システム構築
事業）の一環と
して

「万人のための 世界教育フォーラムで採択された ダ 〔得られた効果〕「
教育（ＥＦＡ） カール行動枠組み」の就学率・識字 識字や基礎教育に係る途上国の人材育成
信託基金」 率の向上等の目標達成を目指すユネ に貢献した。

スコを支援するため、万人のための（ ）達成目標９－１－４

[ 101百万円] 教育信託基金をユネスコに拠出し、 〔活動量〕
アジア太平洋地域諸国における識字 アジア太平洋地域ではユネスコにより平
教材の開発、教育関係者への研修、 成１７年までに１３６箇所のコミュニティ
コミュニティ学習センターの設置、 ー学習センター（ＣＬＣ)が設置された。
国家計画作成、学校教育の普及・充
実、女性教育、健康教育、国際的な

。ネットワーク構築の形成を支援した

「持続可能な開 ヨハネスブルグサミットでわが国 〔得られた効果〕
（ ）発のための教育 が提唱した「国連持続可能な開発の 様々な分野のステークホルダー 関係者

（ＥＳＤ）信託 ための教育の１０年」の取組を主導 へのＥＳＤの概念の普及に貢献した。
基金」 するユネスコを支援するため、ＥＳ

Ｄ信託基金をユネスコに拠出し、国 〔活動量〕（ ）達成目標９－１－５

[ 200百万円] 際会議の開催、各国のＥＳＤ国内実 地域毎のＥＳＤの１０年開始会議が４箇
施計画策定等を支援することにより 所（アラブ、ラテンアメリカ、アフリカ、、
ＥＳＤの国際レベルでの普及・啓蒙 アジア・太平洋地域）で開催された。この
に協力した。 うち、アジア・太平洋地域の開始式典は平

成１７年６月にわが国で７００名が参加し
開催された。
英語版と仏語版の普及用パンフレットが

作成されユネスコ加盟国（１９１か国）に
配布された。

⑨備考 ・達成目標９－１－５について、ユネスコが今後指標を策定することとなっている。

⑩政策評価 ※達成目標９－１－４，９－１－５の判断基準について、文部科学省の施策の貢献度合いを踏まえ、
担当部局 より適切な指標を設定することができないかを検討すべき





施策目標９－１（日本人の心の見える国際教育協力の推進 ）
平成１７年度実績評価の結果の概要
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我が国の経験を生かした
効果的な国際教育協力の
推進の基盤整備が図られ
た。

拠点システムを整備し、協力経験の豊富な理数科教育、教
員研修制度、教育行政、学校運営の諸分野において開発
途上国における協力経験を蓄積・分析し、協力関係者に伝
達するとともに、協力経験の浅い他の分野においては、
ワークショップの開催や開発途上国における現地調査など
により、我が国の教育経験に関する情報提供と対話プロセ
スの強化を行う。以上の活動を通じ、我が国の教育経験を
広く途上国に普及する。

→多数の大学等の参加により実施され、国際フォーラムに
おいて外部への事業の普及がなされた。また、電子アーカ
イブスには３年間で878件に及ぶ登録があり、拠点システ
ムの整備は想定どおりに達成できたと判断。

＜達成目標９－１－１＞

＜達成目標９－１－３＞

＜達成目標９－１－４＞

青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への
現職教員の参加体制を整備・強化する。
→参加人数は８３人であり、１７年度の想定基準１００人に
対する割合は８３％であったため、想定どおりに達成できた
と判断。

行政から草の根までを含めた幅広い機関との協力を実現
し、国際交流に資するネットワークを構築する。

→、地方やＮＧＯ等との会合の回数は確実に増加し、国際
交流に資するネットワークが着実に構築されてきていること
から、想定どおり達成できたと判断。

「万人のための教育」を主導するユネスコへの協力を通じ
て、開発途上国における就学率の向上、識字率の向上、
教育のすべての局面における質の改善など、「ダカール
行動の枠組み」で示された目標に向けた取り組みに貢献
する。

→アジア太平洋地域の初等教育就学率及び識字率が共
に上昇していることから、概ね順調に進捗と判断。

＜達成目標９－１－２＞

我が国の経験を生かした
効果的な協力の推進が図
られた。

・派遣教員を生かした効果
的な国際教育協力が行わ
れた。

・派遣教員の得た経験によ
り「内なる国際化」が進ん
だ。

開発途上国からの教育分
野における協力要請に対
し、我が国として組織的か
つ体系的に対応できるシ
ステム構築が推進された。

拠点システム構築事業

(平成１７年度予算額９１百万円）

青年海外協力隊現職教員
特別参加制度に係るパン
フレットの作成・配布

「万人のための教育信託
基金事業」（平成１７年度
予算額１０１百万円）

青年海外協力隊現職教員特別
参加制度の普及啓発活動

拠点システム構築事業
国内報告会

＜達成目標９－１－５＞

「国連持続可能な開発のための教育の１０年」の主導機
関であるユネスコに信託基金を拠出し、持続可能な開発
を教育面から支援するための国際的な取組に貢献する。
→初年度であるため基金運用の開始のための事務手続
きに手間取っており、進捗にやや遅れが見られると判断。

「持続可能な開発のための教育
信託基金事業」（平成１７年度
予算額２００百万円）

「国連持続可能な開発のた
めの教育の１０年」の開始
において主導的な役割を
果たした。


